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Ⅵ 参考資料～指標分析、地方公共団体間比較 

 

１ 財務書類を用いた指標分析（普通会計） 

  

 （１）社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本整備のうち、これまでの世代が負担した割合を示しています。この比率が

高いほど、将来への負担が少ないことになります。 

        平成２１年度から比率が減少傾向で、将来世代の負担割合が大きくなったことを示 

しています。平均的な値は、５０％～９０％とされています。 

 

  純資産合計    １６，９４４億円  
                                        ＝ ５８．４％ 

 公共資産    ２９，０１１億円   
 

 

  

（２）歳入額対資産比率 

  当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の

度合いを測ることができます。平均的な値は、３．０～７．０年とされています。 

 

         資産合計   ３１，３４０億円    
                                      ＝ ５．１３年分 

 歳入総額    ６，１０６億円      ※歳入総額は、決算統計上の額 
 

 
 

 （３）資産老朽化比率 

 施設・整備等の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合により、償却資産

がどの程度老朽化しているかを表します。 

 平成２１年度から一貫して増加しており、老朽化が進んでいることを示しています。

平均的な値は、３５％～５０％とされています。 

 

         減価償却累計額合計   ２８，６６３億円 

                                                 ＝５４．９％ 

        償却資産取得価額合計  ５２，１９８億円 

 

 

H23 H24 H25 H26 H27 傾向

61.1% 60.0% 59.5% 58.8% 58.4%

H23 H24 H25 H26 H27 傾向

5.04 年 5.26 年 5.02 年 5.03 年 5.13 年

H23 H24 H25 H26 H27 傾向

48.6% 50.3% 51.9% 53.4% 54.9%
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 （４）行政コスト対公共資産比率 

 行政コストの公共資産に対する比率をみることで、資産を活用するためにどれ

だけのコストがかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サ

ービスを提供しているか（資産が効率的に活用されているか）を分析することが

できます。平均的な値は、１０％～３０％とされています。 

         
経常行政コスト    ４，４８４億円 

                                                  ＝ １５．５％ 

公共資産     ２９，０１１億円 

 

 
 

  

----------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
参考文献：『新地方公会計制度の徹底解説～「総務省方式改訂モデル」作成・活用のポイント～』   

監査法人トーマツパブリックセクターグループ (編著), 森田 祐司 (監修), ぎょうせい 

  

H23 H24 H25 H26 H27 傾向

14.9% 15.0% 15.0% 15.0% 15.5%
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２ 地方公共団体間の比較（平成２６年度） 

本県と同様に総務省方式改訂モデルで作成し、公表している全国の道府県と比較しまし

た。（普通会計３４道府県、連結３４道府県） 

  

（１）普通会計貸借対照表 

 全国平均 秋田県 

① 社会資本形成の世代間負担比率 

～これまでの世代の負担割合～ 

（＝純資産合計／公共資産合計） 

54.6％ 58.8％（高い方から 21番目） 

② 住民１人当たりの資産 

（＝資産合計／人口） 

170 万円 302 万円（高い方から 6番目） 

③ 住民１人当たりの負債 

（＝負債合計／人口） 

 88 万円 138 万円（高い方から 2番目） 

※人口は平成 27 年 1 月 1日現在 住民基本台帳人口（総計：日本人＋外国人）。以下同じ。 

（全国:128,226,483 人 秋田県:1,056,579 人） 

 

（２）普通会計行政コスト計算書 

  全国平均 秋田県 

① 純経常行政コスト 

 

6,223 億円 4,320 億円（低い方から 13 番目） 

② 住民１人当たり純経常行政コスト 

   （＝純経常行政コスト／人口） 

34 万円 41 万円（高い方から 5番目） 

 

 

③ 行政コストの行政目的別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国平均及び本県ともに、教育の占める割合が最も高く（平均２８．４％、本県２

４．２％）なっています。全国平均では２番目に福祉（１８．３％）、３番目にイン

フラ（１４．５％）の順となっていますが、本県では２番目に産業振興（１９．９％）

が高く、次いでインフラ（１７．０％）、福祉（１６．５％）の順となっています。 

 

（３）連結貸借対照表 

 全国平均 秋田県 

① 社会資本形成の世代間負担比率 

～これまでの世代の負担割合～ 

（＝純資産合計／公共資産合計） 

55.5％ 61.3％（高い方から 17番目） 

② 住民１人当たりの資産 

（＝資産合計／人口） 

248 万円 328 万円（高い方から 6番目） 

③ 住民１人当たりの負債 

（＝負債合計／人口） 

112 万円 145 万円（高い方から 5番目） 
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平成２７年度秋田県の財務書類 

（平成２８年１０月） 

 

（問い合わせ先） 

   秋田県秋田市山王四丁目１－１ 

     秋田県出納局会計課 

電 話     ０１８－８６０－２７２１ 

ﾌｧｯｸｽ     ０１８－８６０－３９２７ 

 

 

 

 

 

 


